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『平成２１年版食料・農業・農村白書 参考統計表』の構成
第Ⅰ部：『平成２１年版食料・農業・農村白書』に掲載されている図及び脚注のバックデータを

白書の構成に沿って掲載。

第Ⅱ部：主要な統計指標の長期的な動向について整理して掲載。

※本書『平成２１年版食料・農業・農村白書 参考統計表』は『平成２１年版食料・農業・農村白書』の
図及び脚注のバックデータが掲載されているため、併せてご利用いただくと理解しやすく便利で
す。

利用上の注意
１ 特に注記のない限り、「年」は暦年を、「年度」は会計年度を示す。

２ 本統計表の符号の用法は、次のとおりである。
「０」：単位に満たないもの
「…」：事実不詳または調査を欠くもの
「－」：事実のないもの
「▲」：負数または減少したもの

３ 統計表の数値は、四捨五入しており、計と内訳が一致しない場合がある。
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①

② ③

［ 基本統計用語 ］

農家等分類関係（１９９０～２００５年センサスの定義）

農業経営体分類関係（２００５年センサスの定義）

農家経済関係

農家世帯員の農業労働力関係

農業地域類型区分

用 語 定 義

農 家 経営耕地面積が１０ａ以上の農業を営む世帯または農産物販売金額が年間１５万円以上
ある世帯

販売農家 経営耕地面積３０ａ以上または農産物販売金額が年間５０万円以上の農家

主業農家 農業所得が主（農家所得の５０％以上が農業所得）で、１年間に６０日以上自営農業に
従事している６５歳未満の者がいる農家

準主業農家 農外所得が主（農家所得の５０％未満が農業所得）で、１年間に６０日以上自営農業に
従事している６５歳未満の者がいる農家

副業的農家 １年間に６０日以上自営農業に従事している６５歳未満の者がいない農家（主業農家及
び準主業農家以外の農家）

専業農家 世帯員のなかに兼業従事者が１人もいない農家

第１種兼業農家 世帯員のなかに兼業従事者が１人以上おり、かつ農業所得の方が兼業所得よりも多
い農家

第２種兼業農家 世帯員のなかに兼業従事者が１人以上おり、かつ兼業所得の方が農業所得よりも多
い農家

自給的農家 経営耕地面積が３０ａ未満かつ農産物販売金額が年間５０万円未満の農家

農家以外の農業事業体 経営耕地面積が１０ａ以上または農産物販売金額が年間１５万円以上の農業を営む世帯
（農家）以外の事業体

農業サービス事業体 委託を受けて農作業を行う事業所（農業事業体を除き、専ら苗の生産及び販売を行
う事業所を含む）

用 語 解 説
総所得 農業所得＋農業生産関連事業所得＋農外所得＋年金等の収入

農業所得 農業粗収益（農業経営によって得られた総収益額）－農業経営費（農業経営に要した
一切の経費）

農業生産関連事業所得
農業生産関連事業収入（農業経営関与者が経営する農産加工、農家民宿、農家レスト

ラン、観光農園等の農業に関連する事業の収入）－農業生産関連事業支出（同事業に要
した雇用労賃、物財費等の支出）

農外所得 農外収入（農業経営関与者の自営兼業収入、給料・俸給）－農外支出（農業経営関与
者の自営兼業支出、通勤定期代等）

用 語 定 義

農業経営体

農産物の生産を行うかまたは委託を受けて農作業を行い、①経営耕地面積が３０ａ以
上、②農作物の作付面積または栽培面積、家畜の飼養頭羽数または出荷羽数等、一定
の外形基準以上の規模（露地野菜１５ａ、施設野菜３５０㎡、搾乳牛１頭等）、③農作業の
受託を実施、のいずれかに該当する者（１９９０～２００５年センサスでは、販売農家、農家
以外の農業事業体及び農業サービス事業体を合わせた者に相当する）

農業経営体のうち家族経営 農業経営体のうち個人経営体（農家）及び１戸１法人（農家であって農業経営を法
人化している者）

個人経営体 農業経営体のうち世帯単位で事業を行う者であり、１戸１法人を除く

法人経営体 農業経営体のうち法人化して事業を行う者であり、１戸１法人を含む

単一経営経営体 農産物販売金額のうち主位部門の販売金額が８割以上の経営体

準単一複合経営経営体 農産物販売金額のうち主位部門の販売金額が６割以上８割未満の経営体

複合経営経営体 農産物販売金額のうち主位部門の販売金額が６割未満の経営体

仕事への従事状況 世帯員
原則として住居と生計を共にする者

① 基幹的農業従事者
自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人

口）のうち、ふだんの主な状態が「主に仕事（農業）」
である者
② 農業就業人口
自営農業のみに従事した者または自営農業以外の

仕事に従事していても年間労働日数で自営農業が多
い者
③ 農業従事者
１５歳以上の世帯員で年間１日以上自営農業に従事
した者
農業専従者

農業従事者のうち自営農業に従事した日数が１５０
日以上の者

自営農業
のみに
従事

自営業とその他の
仕事両方に従事

その他
の仕事
のみに
従事

仕事に
従事しな
かった自営農業

が主
その他の
仕事が主

ふ
だ
ん
の
主
な
状
態

主
に
仕
事
主
に
家
事
や
育
児
そ
の
他

用 語 定 義

農業地域類型区分 地域農業の構造を規定する基盤的な条件（耕地や林野面積の割合、農地の傾斜度等）に基
づき市町村及び旧市区町村を区分したもの

区 分 基 準 指 標（下記のいずれかに該当するもの）

都市的地域

○ 可住地に占めるDID面積が５％以上で、人口密度５００人以上またはDID人口２万人以
上の旧市区町村または市町村

○ 可住地に占める宅地等率が６０％以上で、人口密度５００人以上の旧市区町村または市町村
※ただし、林野率８０％以上のものは除く

平地農業地域

○ 耕地率２０％以上かつ林野率５０％未満の旧市区町村または市町村
ただし、傾斜２０分の１以上の田と傾斜８度以上の畑との合計面積の割合が９０％以上のも
のを除く

○ 耕地率２０％以上かつ林野率５０％以上で、傾斜２０分の１以上の田と傾斜８度以上の畑の合
計面積の割合が１０％未満の旧市区町村または市町村

中間農業地域

○ 耕地率が２０％未満で、「都市的地域」及び「山間農業地域」以外の旧市区町村または市
町村

○ 耕地率が２０％以上で、「都市的地域」及び「平地農業地域」以外の旧市区町村または市
町村

山間農業地域 ○ 林野率８０％以上かつ耕地率１０％未満の旧市区町村または市町村
注：１） 決定順位：都市的地域→山間農業地域→平地農業地域・中間農業地域
２） DID（人口集中地区）とは、原則として人口密度が４千人／㎢以上の国勢調査基本単位区が市区町村内で互いに隣接して、そ
れらの隣接した地域の人口が５千人以上を有する地区をいう。

３） 傾斜は１筆ごとの耕作面の傾斜ではなく、団地としての地形上の主傾斜をいう。
４） 農業地域類型区分の「中間農業地域」と「山間農業地域」をあわせた地域を「中山間地域」という。
５） 旧市区町村とは、１９５０年時点での市区町村をいう。
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